菅政権による憲法改悪と日本学術会議会員任命拒否問題
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　小森陽一
1、 菅義偉政権による日本学術会議候補者六名の「任命拒否」
1 学問の自由の保障を定めた憲法二三条違反の暴挙
2 学術会議法に定めた独立性と自律性を破壊する違法判断
3 任命拒否の根拠としての内閣府内部文書の違憲・違法性
4 「公務員の終局的任命権が国民にある」という国民主権原則
5 各種学会はもとより諸団体・メディア・市民からの抗議
二、「任命拒否」にうらわれた菅政権の「安倍継承内閣」的本質
　　① 集団的自衛権行使容認の閣議決定に基づく「安保体制」
　　② 「総がかり行動実行委員会」と、「安保法制度に反対する学者の会」の結成
　　③ 国会包囲行動における「学者の会」と市民と学生との連帯
6 「安保法制」を廃止する一致点での市民と野党の共同と「市民連合」
7 「市民連合」を各地で結成するにあたっての「学者の会」の役割
三、日本学術会議と軍事研究をめぐる歴史的経緯
1 「戦争を目的とする科学の研究には絶対従わない決意の表明」（一九五〇・四）
2 「軍事目的のための科学研究を行わない声明」（一九六七・一〇）
3 防衛装備庁の「安全保障技術研究推進制度」（二〇一五）
4 「安全保障と学術に関する委員会」設置（二〇一六・五）
⑤ 軍事的安全保障研究に対する声明」（二〇一七・三・二四）
四、「任命拒否」による学問・良心・言論の自由に対する侵害
　　① 人事権を活用して首相官邸の権力を拡大して来た菅手法
2 日本学術会議という国家機関の独立性を侵害した事態
3 特定秘密保護法、共謀罪法、安保法制に反対いた者の排除
4 杉田和博内閣官房副長官と内閣情報調査室の担った役割
5 国民的な世論の力で政権交代を実現して人事独椎体性打破を
　
